
認知症施策・生活支援の充実

連携（診断）

連携（情報
提供・助言）

本人 家族

近隣地域

地域包括支援センター等

連携（紹介）

連携（診断）

連携（紹介）

連携

複数の専門職による
個別の訪問支援

（受診勧奨や本人・家族
へのサポート等）

医療系職員
（保健師等）

介護系職員
（介護福祉士等）

保健師・看護師等

連携

専門医
（サポート医

嘱託可）

専門的な鑑別診断を実施

●認知症初期集中支援チーム

●専門医療機関（認知症疾患医療センター等）

●認知症地域支援推進員

地域の実態に応じた
認知症施策の推進

（医療・介護・地域資源と
専門相談等）

●かかりつけ医

所要額 ４３億円

市町村・地域包
括支援センター
と連携・協力

●コーディネーター
＋協議体

多様な生活支援サービスが地域に創出される

民間事業者等も含めた
ネットワーク化

配達事業者に
よる見守り

買い物支援
外出支援など

担い手
の養成

生活支援サービスの担い手の養成、
サービス開発、ニーズとのマッチング

多様な介護予防・
生活支援の活動

の場

高齢者中心の
地域の支え合い

サロン、体操教室、
ゴミ出し、安否確認等

○ 生活支援サービスの充実に向けて、地域のニーズと地域支援のマッチングなどを行うコーディネーターの配置や協議体の設
置等について、介護保険の地域支援事業に位置づけて取組を進める。（10億円）

※平成26年度は、1580保険者のうち1/5程度の市町村が実施することを想定

○ 認知症施策の充実に向けて、認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員などについて介護保険法の地域支援
事業に位置づけて安定的な財源を確保し、設置を推進する。（33億円）
※ 「認知症初期集中支援チーム」新規100カ所 「認知症地域支援推進員」275か所→470か所
※ あわせて、認知症の人の家族への支援、認知症ケアに携わる多職種の協同研修などの経費を充実
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介護予防ボランティア養成研修
（介護予防事業）

『佐々町介護予防ボランティア』登録

①通所型介護予
防推進活動

②地域型介護予
防推進活動

介護予防推進連絡会
【各地区の情報交換 ・ 活動報告、新規メニュー紹介等】

③訪問型介護予
防推進活動※

○ 「介護予防ボランティア養成研修」を受けた65歳以上の高齢者が、①介護予防事業でのボランティアや、
②地域の集会所などでの自主的な介護予防活動、③要支援者の自宅を訪問して行う掃除・ゴミ出し等の
訪問型生活支援サービスを行うことを支援。

○ 平成20年度から実施し、平成24年12月現在45名が登録・活動中。

○ 平成24年度からは介護保険法改正により導入した介護予防・日常生活支援総合事業で実施。

※平成24年度より

佐々町の介護予防ボランティア組織図

（参考）介護予防・日常生活支援総合事業の取組（長崎県佐々町）
～介護予防ボランティアによる介護予防と日常生活支援～
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小規模多機能型居宅介護事業所と併設した地域の交流拠点の設置（大牟田市）

○ 通いを中心に、訪問や泊まりのサービスを提供する小規模多機能型居宅介護に、介護予防拠点や地域
交流施設の併設を義務付け、健康づくり、閉じこもり防止、世代間交流などの介護予防事業を行うとともに、
地域の集まり場、茶のみ場を提供し、ボランティアも含めた地域住民同士の交流拠点となっている。

○ 平成24年３月末現在、小規模多機能型居宅介護事業を行っている24事業所に設置。

ご近所の方に
よるお茶会

ペン習字教室

（参考）
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小規模多機能型居宅介護事業所を中核とした地域コミュニティの推進（北海道美瑛町）

○ 小規模多機能居宅介護事業所の整備に当たっては、計画段階から住民意見を深く反映させるとと
もに、開設後も住民が参画する「運営推進会議」が事業所のあり方や地域との関わりを議論し、小規
模多機能型居宅介護事業所を中核とし、住民との協働による地域コミュニティの推進を図っている。
・小規模多機能型居宅介護事業所に併設した地域交流スペースを活用した喫茶店（サロン活動） 月１回開催、４０名程度来店

・小規模多機能型居宅介護事業所が仲介し、協力員による安否確認 協力員（運営推進会議メンバー）２０名

・ふれあい昼食会 月１回開催 ３０～４０名程度参加

○ 平成２５年４月現在、４日常生活圏域で５事業所を展開中。

（参考）
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